
サービス指定基準等の概要及び新規申請

（正確性を期すために、厚生労働省が定める指定基準自体を入手し、必ず参照してください。）

４　認知症対応型共同生活介護
（１）　指定基準概要
	申請者要件
	法第７８条の２第４項各号又は第１１５条の１１第２項各号の規定に該当しない者であること

	人
員
基
準

	区　分
	　職　種
	資　　格
	員　　数

	
	代表者
	
	特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者もしくは訪問介護員等として認知症高齢者の介護に従事した経験を有する者、または保健医療サービスもしくは福祉サービスの経営に携わった経験を有する者で、厚生労働大臣が定める研修～認知症対応型サービス事業開設者研修を修了している者。
	

	
	管理者
	
	　特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者または訪問介護員等として、３年以上認知症高齢者の介護に従事した経験を有し、厚生労働大臣が定める研修（認知症対応型サービス事業管理者研修）を修了している者。
	共同生活住居ごとに、専ら職務に従事する常勤の者
ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務、または同一敷地内にある他の事業所・施設等もしくは併設の指定小規模多機能型居宅介護事業所の職務と兼務可。



	
	従業者
	介護職員


	不要

＊資格等は必ずしも必要としないが、原則として、介護等に対する知識・経験を有するものであること
	【夜間及び深夜以外の時間帯】
共同生活住居ごとに利用者の数が３またはその端数を増すごとに常勤換算で１以上
【夜間及び深夜の時間帯】
・夜間及び深夜勤務（宿直勤務を除く）：１以上

・ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、併設の他の共同生活住居または指定小規模多機能型居宅介護事業所の職務と兼務することができる。

	
	
	計画作成

担当者
	共同生活住居ごとに保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に適当と認められ、その適当と認められ、専らその職務に従事する者で、厚生労働大臣が定める研修（「実践者研修」又は「基礎課程」を終了している者
	１以上

計画作成担当者のうち１以上は介護支援専門員とする。ただし、利用者に処遇に支障がない場合は、当該共同生活住居の他の職務と兼務することができる。



	設備基準
	居室


	定員１人（ただし、利用者の処遇上必要と認められる場合は、２人とすることができる。

床面積　7.43㎡（和室であれば、４．５畳以上）

	
	居間及び食堂
	同一の場所とすることも可能

	
	台所、浴室

	
	非常災害に際し必要な設備

	
	その他必要な設備及び備品等


短期利用共同生活介護
	施

設

基

準
	・該指定認知症対応型共同生活介護事業所が最初に指定を受けてから３年以上を経過していること

・当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室や短期利用者専用の居室等を利用するものであること

・１の共同生活住居に１名を上限とすること

・「あらかじめ３０日以内の利用期間を定めること

・短期利用を実施するために必要な職員の資質が確保されていること

・次のいずれかを受講した職員が配置されていること

①認知症介護実務者研修のうち専門課程（平成１６年度まで）又は認知症介護実践研修のうち「実践リーダー研修」（平成１７年度以降）

②認知症介護指導者養成研修


（２）　指定申請
	　　区分
	書類名


	申請様式
	指定申請書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　【第１号様式】

	付表
	①事業所の指定に係る記載事項               【付表４－１】

	添付書類
	①申請者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等

②従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表　　 　  【参考様式１】
③研修の終了書、資格証の写し　

④管理者の経歴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　【参考様式２】
⑤事業所の平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 【参考様式３】
⑥運営規程
⑦入居一時金、利用料等の額の積算根拠

入居一時金を徴収する場合の入居一時金の保全方法

⑧利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要　     【参考様式７】
⑨当該申請に係る資産の状況

⑩協力医療機関(協力歯科医療機関)との契約の内容

⑪介護老人福祉施設・介護老人保健施設・病院等との連携体制及び支援体制の概要

⑫法第78条の2第4項各号又は第１１５条の１１第２項各号に該当しないことを誓約する書面　　　　　　　　    【参考様式９-２】
⑬役員の氏名等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【参考様式９-２】
⑭介護支援専門員の氏名等　　　　　　　　　　　 　【参考様式１０】
⑮運営推進会議の構成員　　　　　　　　　　　　 　【参考様式１１】

	その他
	①地域密着型介護サービス費の請求に関する事項　　　　　　  　【参考様式１２】
②その他加算の届け


（３）添付書類説明

	番号
	添付書類
	内容
	備考

	①

	申請者（開設者）の定款、

寄付行為等及びその登記

事項証明書等
	①介護保険に関する事業を実施する旨の

　記載のある定款または寄付行為の写し

②介護保険に関する事業を実施する旨の

　記載のある登記事項証明書


	

	②

	従業者の勤務体制及び

勤務形態一覧表
（参考様式１）

（兼務している場合は時間数を按分し、職種ごとに分けて記載して下さい）
	・管理者、計画作成担当者及び従業者全

　員の毎日の勤務すべき時間数（４週分）

　を記入した勤務表

※介護従業者で常勤専従の社会福祉士、

精神保健福祉士、介護福祉士、看護師

（准看護師を含む）、ヘルパー１級の

資格がある者を確実に雇用する場合は、当該資格を○で囲んで下さい


	・共同生活住居ごとに作成して下さい

	③
	研修の修了証

資格証の写し


	・研修の修了証の写し（代表者、管理者）

※上記３の選考に関わる者の資格証の写し
	・研修についてはＨＰ上の研修関連資料を参照して下さい

	④
	管理者の経歴書
（参考様式２）


	・当該事業の管理者の住所、氏名、電話

　番号、生年月日、主な職歴等

※管理者が、認知症対応型共同生活介護事業所での管理者経験２年以上（同一事業所で継続して１年以上必須）ある場合は、併せて記入し、当該年月日を○で囲んで下さい


	

	⑤
	建物の構造概要、平面図

及び写真

（参考様式３）


	①建築概要書
②各階平面図の写し

・建築士の名前を入れて下さい

・洗面台、手洗い場、トイレの位置及び

キッチンの形状が分かるように記載

して下さい
・ゲストルームとなる居室（７．４３㎡以上）がある場合は記載して下さい
③事業所周辺の案内図

・住宅地図の写しなど

④事業所外観及び各居室や設備の様子が分かる写真

・外観、事務室、相談室、居室、居間、

食堂、台所、浴室、消火設備、その他

日常生活上必要な設備の各写真


	・ユニットごとに、Ａ４の紙に貼り付けて　それぞれの写真に説明を記入して下さい



	⑥
	設備・備品等に係る一覧表

（参考様式５）


	・事業所の設備・備品について設備基準上適合すべき項目の状況を記載して下さい

※消防設備の図面がある場合は添付して
　下さい


	

	⑦
	運営規程
	・次の内容について、具体的かつわかり

　やすく定めて下さい

①事業の目的及び運営の方針

②従業者の職種、員数及び職務内容

③利用定員

④指定認知症対応型共同生活介護の内容及び利用料その他の費用の額

⑤入居に当たっての留意事項

⑥非常災害対策

⑦その他運営に関する重要事項


	

	⑧


	入居一時金、利用料及び食材料費等の積算根拠

一時金の保全措置
	
	

	　⑨


	利用者からの苦情を処理

するために講ずる措置の

概要

（参考様式７）
	・次の事項について、具体的かつわかり

やすく記載して下さい

①利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）

②円滑かつ迅速に苦情処理を行うための

　処理体制と手順

③その他参考事項


	・担当者名を記載して　下さい



	⑩
	当該申請に係る資産の状況及び請求に関する事項


	①資産の目録

②事業計画書

③収支予算書

④損害賠償発生時に対応が可能であることがわかる書類


	①直近の決算書の写し（表紙及び貸借対照表）

　・決算書がない場合は、資産目録等

②・③それぞれの事業開始日から１年間のもの

④損害保険申込書の写し

	⑪
	協力医療機関（協力歯科

医療機関）との契約の内容


	・利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合に連携する協力医療機関（協力歯科医療機関を含む）と取り交わした協定書もしくは契約書の写し
	

	⑫
	介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携体制及び支援の体制の概要


	・次の事項について、具体的かつわかり

　やすく記載して下さい

①共同生活住居からの退去者に対するサ－ビス提供確保のための連携・支援体制

②夜間における緊急時の対応等のための連携・支援体制

③その他参考事項（市町村との連携体制等）


	・入居中のサービス確保及び退去者に対する支援体制の内容等を取り交わした協定書若しくは契約書の写しも添付して下さい



	⑬

⑭

	介護保険法第７８条の２第４項各号及び第１１５条の１１第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書（参考様式１０－２）

役員の氏名等
（参考様式１０－２）


	①内容を確認して申請者の住所、名称、代表者名、代表者の住所を記載・押印して下さい

②役員等名簿に氏名、生年月日、役員等の住所等を記載して下さい


	

	⑮
	運営推進会議の構成員

（参考様式１１）


	・構成員について記載して下さい
・市職員又は地域包括支援センター職員については、担当者の割り振りが未定ですので、宝塚市職員と記載してください。
	



